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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第121期

中間連結会計期間
第122期

中間連結会計期間
第121期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (百万円) 55,893 56,600 113,503

経常利益 (百万円) 2,841 2,795 5,577

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 1,927 1,888 4,000

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 3,671 2,368 7,374

純資産額 (百万円) 36,931 41,874 40,377

総資産額 (百万円) 86,436 95,026 94,756

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 102.58 100.49 212.90

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― －

自己資本比率 (％) 42.5 43.8 42.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,254 1,711 5,015

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △275 △318 △69

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △803 △902 △1,077

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 23,164 27,433 26,855
 

(注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　当社は、役員株式交付信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を連結財務諸表において自己株式

として計上しております。これに伴い、当該信託が保有する当社株式を１株当たり中間(当期)純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

４　2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。このため、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間(当期)純利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、又は前事業年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、各地域における戦争の影響や世界的なインフレの継続、中国で長引く

不動産不況などにより、先行き不透明な状況が継続しております。

国内においても、インフレの継続に加え、人手不足の常態化、さらには大雨による水害などにより、インバウン

ド需要以外の経済活動は依然として盛り上がりを欠いております。

このような状況下にあって、先行き不透明な経済状況下においても今後の売上目標を達成できるよう、受注活動

に特に注力いたしました。この結果、受注高は前年同期に比べ大幅に増加することができ、上半期の業績では過去

最高となりました。また、受注残高も過去最高となっております。

当企業グループの当中間連結会計期間の経営成績につきましては、売上高が566億０百万円（前年同期比

101.3％）と前年同期に比べ微増となりました。これは、期初の売上見込みに比べ、客先設備の納入時期の期ズレな

どが発生した要因で、若干の減収が起こったことなどによるためであります。また、利益面については営業利益が

25億66百万円（前年同期比97.3％）、経常利益が27億95百万円（前年同期比98.4％）、親会社株主に帰属する中間

純利益が18億88百万円（前年同期比98.0％）と増収による売上総利益の増益があったものの、販売費及び一般管理

費の増加により、前年同期に比べ微減となりました。
 

報告セグメントの経営成績は以下のとおりです。
 

（東日本本部）

北海道・東北・甲信越・関東地区が担当エリアであり、全体の売上高の約38％を占めております。

当中間連結会計期間は、前年度の受注残高を順調に売上計上いたしました。動伝部品の売上高につきまして

は、半導体製造装置関連部品が若干弱含みとなったものの、産業全体に供給する部品は好調な業種を中心に合計

で前年同期を上回りました。設備装置関連については、受注が回復傾向にあり、それに伴い売上高についても増

加いたしました。このため、本部全体の売上高は214億97百万円（前年同期比108.4％）となりました。

 
（西日本本部）

北陸・関西・中国・四国・九州地区が担当エリアであり、全体の売上高の約34％を占めております。

当中間連結会計期間は、重工業向け等の動伝部品の売上高は、前年同期実績に届かず弱含みとなりました。設

備装置関連については、比較的規模の大きな案件の新規受注もあったことから、売上高は前年同期に比べ増加い

たしました。このため、本部全体の売上高は195億35百万円（前年同期比105.4％）となりました。

 
（中日本本部）

東海地区が担当エリアであり、全体の売上高の約15％を占めております。

当中間連結会計期間は、動伝部品の売上高は、自動車関連業界を中心として堅調に推移いたしました。設備装

置関連については、重工業や自動車関連、食品業界向け等を中心に前年度の受注残高を順調に売上計上してお

り、売上が回復いたしました。このため、本部全体の売上高は82億14百万円（前年同期比106.7％）となりまし

た。

 
（開発戦略本部）

当企業グループ全体の海外ビジネスやマテリアルビジネスを担当し、それらビジネスの拡大や、制御・センシ

ングビジネスに向けた新商品の開発にも取り組んでいる部門で、その売上高は全体の約13％を占めております。

当中間連結会計期間は、海外子会社については、中国の景気減速の影響を受け、中国子会社並びにＡＳＥＡＮ

各国の子会社の業績は、総じて低調なものとなりました。マテリアルビジネスにつきましては、介護・衛生関連

商品を中心に需要が弱含みで推移していることにより、減収となりました。新規事業であるセンシング・画像処
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理ビジネスの売上高は堅調に増加しております。このため、本部全体の売上高は73億52百万円（前年同期比

74.8％）となりました。

 

② 財政状態の状況

当中間連結会計期間末の総資産は950億26百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億69百万円増加いたしまし

た。流動資産は３億98百万円減少いたしました。主な要因は、受取手形、売掛金及び契約資産と電子記録債権が

合計で９億92百万円減少した一方、現金及び預金が５億77百万円増加したこと等によるものであります。固定資

産は６億68百万円増加いたしました。主な要因は、有形固定資産が１億40百万円増加したこと、投資有価証券の

時価が前連結会計年度末に比べ上昇したことにより４億36百万円増加したこと等によるものであります。
 

当中間連結会計期間末の負債合計は531億51百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億27百万円減少いたしま

した。流動負債が13億77百万円減少いたしました。主な要因は、支払手形及び買掛金と電子記録債務が合計で57

億75百万円、未払金が５億54百万円減少した一方、前受金が48億５百万円増加したこと等によるものでありま

す。固定負債は１億49百万円増加いたしました。主な要因は、繰延税金負債が１億78百万円増加したこと等によ

るものであります。
 

当中間連結会計期間末の純資産は418億74百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億97百万円増加いたしまし

た。主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益を18億88百万円計上したこと、投資有価証券の時価が前連結

会計年度末に比べ上昇したことにより、その他有価証券評価差額金が２億76百万円増加した一方、配当金の支払

い８億89百万円を実施したこと等によるものであります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は274億33百万円となり、前連結会

計年度末より５億77百万円増加いたしました。
　

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は17億11百万円となりました。この主な原因は、税金等調整前中間純利益27

億94百万円、前受金の増加額47億73百万円等による資金の増加があった一方、仕入債務の増減額58億27百万円

等の資金の減少があったことによるものであります。
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は３億18百万円となりました。この主な原因は、固定資産の取得による支出

３億88百万円等の資金の減少によるものであります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は９億２百万円となりました。この主な原因は、配当金の支払額８億89百万

円等の資金の減少によるものであります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更は

ありません。

 
(4) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当企業グループを取り巻く事業環境は(１)① 経営成績の状況に記載の通りであ

り、当企業グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(6) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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(7) 従業員数

当中間連結会計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(8) 受注、販売及び仕入の実績

当中間連結会計期間において、受注、販売及び仕入実績の著しい変動はありません。

 

(9) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著し

い変更はありません。

 

(10) 重要な関連当事者との取引について

当中間連結会計期間において、重要な関連当事者との取引に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在

発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,493,907 19,493,907
東京証券取引所
プライム市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で、単
元株式数は、100株でありま
す。

計 19,493,907 19,493,907 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減
額　

(百万円)

資本金残高　
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年４月１日（注） 12,995 19,493 ― 2,945 ― 750

 

（注）普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行ったことによるものであります。
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社椿本チエイン 大阪市北区中之島３丁目３番３号 2,014 10.57

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋２丁目７番１号 1,721 9.03

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE
IEDP AIF CLIENTS NON TREATY
ACCOUNT
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店　カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK
（東京都中央区日本橋３丁目１１番１号）

1,272 6.67

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン
ターシティAIR

1,062 5.58

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４番１０号 786 4.13

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 702 3.68

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 605 3.18

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 572 3.00

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番１２号 571 3.00

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 453 2.38

計 － 9,762 51.21
 

(注)１　上記のほか、当社保有の自己株式430千株があります。なお、自己株式には、役員株式交付信託の信託財産

として株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式（252千株）は含まれておりません。

２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係る株式であります。

３　株式会社日本カストディ銀行の所有株式には、信託業務に係る株式（318千株）、役員株式交付信託の信託

財産として保有する当社株式（252千株）が含まれております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有)

普通株式 430,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,023,200
 

190,232 ―

単元未満株式 普通株式 40,107
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 19,493,907 ― ―

総株主の議決権 ― 190,232 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,200株（議決権12

個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式23株が含まれております。

３　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には役員株式交付信託の信託財産として、株式会社日本カス

トディ銀行が保有する株式が252,900株（議決権2,529個）含まれております。なお、当該信託が保有する

当社株式に係る議決権の数2,529個は、議決権不行使となっております。

 

② 【自己株式等】

  2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

椿本興業株式会社
大阪市北区梅田

３丁目３番20号
430,600 ― 430,600 2.21

計 ― 430,600 ― 430,600 2.21
 

(注)１　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が600株（議決権６個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

２　「自己名義所有株式数」欄には役員株式交付信託の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有す

る株式252,900株を含めておりません。

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 26,855 27,433

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※  30,167 30,895

  電子記録債権 ※  12,952 11,231

  商品及び製品 2,666 2,368

  仕掛品 954 850

  その他 2,868 3,293

  貸倒引当金 △186 △191

  流動資産合計 76,279 75,881

 固定資産   

  有形固定資産 2,284 2,424

  無形固定資産 421 400

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,633 15,069

   繰延税金資産 12 26

   その他 1,326 1,425

   貸倒引当金 △202 △201

   投資その他の資産合計 15,771 16,320

  固定資産合計 18,477 19,145

 資産合計 94,756 95,026

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  20,954 19,506

  電子記録債務 ※  21,688 17,362

  未払法人税等 749 958

  前受金 5,331 10,137

  役員賞与引当金 14 80

  工事損失引当金 20 20

  その他 1,321 638

  流動負債合計 50,080 48,703

 固定負債   

  役員株式給付引当金 176 180

  退職給付に係る負債 1,860 1,821

  長期未払金 211 199

  繰延税金負債 1,802 1,980

  その他 248 266

  固定負債合計 4,298 4,448

 負債合計 54,379 53,151
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,945 2,945

  資本剰余金 1,944 1,944

  利益剰余金 29,172 30,171

  自己株式 △622 △599

  株主資本合計 33,439 34,461

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6,580 6,857

  繰延ヘッジ損益 △67 27

  為替換算調整勘定 197 282

  退職給付に係る調整累計額 △15 △5

  その他の包括利益累計額合計 6,694 7,160

 非支配株主持分 243 252

 純資産合計 40,377 41,874

負債純資産合計 94,756 95,026
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 55,893 56,600

売上原価 47,277 47,757

売上総利益 8,615 8,843

販売費及び一般管理費 ※  5,979 ※  6,276

営業利益 2,636 2,566

営業外収益   

 受取利息 4 3

 受取配当金 195 244

 持分法による投資利益 － 11

 その他 32 18

 営業外収益合計 231 277

営業外費用   

 支払利息 4 3

 持分法による投資損失 10 －

 為替差損 － 33

 支払手数料 4 3

 その他 7 7

 営業外費用合計 27 48

経常利益 2,841 2,795

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 108

 特別利益合計 － 108

特別損失   

 固定資産除売却損 － 2

 事務所改装費用 － 106

 特別損失合計 － 109

税金等調整前中間純利益 2,841 2,794

法人税、住民税及び事業税 962 919

法人税等調整額 △43 △13

法人税等合計 919 905

中間純利益 1,922 1,888

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

△5 0

親会社株主に帰属する中間純利益 1,927 1,888
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益 1,922 1,888

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,705 276

 繰延ヘッジ損益 △39 94

 為替換算調整勘定 49 71

 退職給付に係る調整額 7 9

 持分法適用会社に対する持分相当額 25 26

 その他の包括利益合計 1,749 479

中間包括利益 3,671 2,368

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 3,661 2,354

 非支配株主に係る中間包括利益 9 13
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 2,841 2,794

 減価償却費 118 147

 引当金の増減額（△は減少） 88 90

 受取利息及び受取配当金 △199 △247

 支払利息 4 3

 持分法による投資損益（△は益） 10 △11

 有価証券売却損益（△は益） － △108

 固定資産除売却損益（△は益） － 2

 売上債権の増減額（△は増加） △455 1,024

 棚卸資産の増減額（△は増加） 133 410

 仕入債務の増減額（△は減少） △664 △5,827

 前渡金の増減額（△は増加） 393 △173

 前受金の増減額（△は減少） △760 4,773

 未払消費税等の増減額（△は減少） 771 △213

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 40 △38

 その他の資産の増減額（△は増加） △9 △17

 その他の負債の増減額（△は減少） △104 △450

 その他 △38 23

 小計 2,169 2,183

 利息及び配当金の受取額 199 247

 利息の支払額 △1 △1

 法人税等の支払額 △1,126 △717

 持分法適用会社からの配当金の受取額 13 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,254 1,711

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △245 △388

 投資有価証券の取得による支出 △16 △21

 投資有価証券の売却による収入 － 145

 短期貸付金の純増減額（△は増加） △9 53

 長期貸付けによる支出 △1 △113

 長期貸付金の回収による収入 1 1

 その他 △3 3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △275 △318

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △142 △1

 自己株式の処分による収入 141 11

 リース債務の返済による支出 △22 △17

 配当金の支払額 △758 △889

 非支配株主への配当金の支払額 △20 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー △803 △902

現金及び現金同等物に係る換算差額 61 87

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 236 577

現金及び現金同等物の期首残高 22,927 26,855

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  23,164 ※  27,433
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【注記事項】

(追加情報)

（株式報酬制度「役員株式交付信託」）

 当社は、2020年６月26日開催の第117回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役は除く。）

及び取締役を兼務しない執行役員（以下、「取締役等」という。）を対象とした新たな株式報酬制度「役員株

式交付信託」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

　本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

(1)　取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を

取得し、当社が各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役等

に対して交付される、という株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期

は、取締役等の退任時であります。

(2)　信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部

に自己株式として計上しております。

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末322百万円、273,300株、当中間連結会計期間

末298百万円、252,900株であります。

当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記の株式

数については、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

 
(中間連結貸借対照表関係)

※　中間連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日及び決済日

をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債

務が、前連結会計年度末残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 198百万円 ―百万円

電子記録債権 580百万円 ―百万円

支払手形 379百万円 ―百万円

電子記録債務 4,522百万円 ―百万円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

給料及び手当 2,143百万円 2,285百万円

退職給付費用 121百万円 120百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円 4百万円

役員賞与引当金繰入額 70百万円 80百万円

役員株式給付引当金繰入額 25百万円 25百万円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。
 

 
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金勘定 23,164百万円 27,433百万円

現金及び現金同等物 23,164百万円 27,433百万円
 

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

半期報告書

15/22



 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 758 120.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金
 

(注) １　2023年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する

配当金７百万円が含まれております。

２　2023年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額120.00円には、特別配当10.00円が含まれており

ます。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月27日
取締役会

普通株式 254 40.00 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金
 

(注)　2023年10月27日取締役会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金

３百万円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 889 140.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金
 

(注) １　2024年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する

配当金12百万円が含まれております。

２　2024年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額140.00円には、記念配当10.00円が含まれており

ます。

３　当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は当該株

式分割前の実際の配当金の金額を記載しております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日
取締役会

普通株式 285 15.00 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金
 

(注)　2024年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金

３百万円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 Ⅰ　前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 

 

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

中間連結
損益計算書
計上額
(百万円)

東日本
本部

(百万円)

西日本
本部

(百万円)

中日本
本部

(百万円)

開発戦略
本部

(百万円)

売上高        

一時点で移転される財又は
サービス

15,999 14,031 6,863 9,362 46,256 ― 46,256

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

3,835 4,502 835 464 9,637 ― 9,637

顧客との契約から生じる収益 19,834 18,533 7,698 9,826 55,893 ― 55,893

  外部顧客への売上高 19,834 18,533 7,698 9,826 55,893 ― 55,893

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

156 695 130 748 1,730 △1,730 ―

計 19,990 19,228 7,829 10,575 57,623 △1,730 55,893

セグメント利益 1,121 1,453 448 326 3,350 △713 2,636
 

 

(注)１　各セグメントの主な販売エリア及び所属する子会社は下記の通りであります。

なお、客先の依頼により納入先が販売エリア外となる場合があり、その場合は担当部門が所属するセグメン

トにて実績計上しております。

セグメント別 主な販売エリア及び所属する子会社

東日本本部 北海道・東北・甲信越・関東地区及び同地区所在の子会社５社

西日本本部 北陸・関西・中国・四国・九州地区及び同地区所在の子会社５社

中日本本部 東海地区及び同地区所在の子会社１社

開発戦略本部 日本全国・海外及び海外子会社７社
 

 

　　　２　各セグメントが取扱う主要な商品は下記の通りであります。

セグメント別 商品大区分 主要商品名

東日本本部
 

西日本本部
 

中日本本部
 

開発戦略本部

動伝部品
変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、

各種センサー、電子機器、その他伝動機器

設備装置

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装

置、食品機械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベ

ヤ、各種自動化装置、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦ

Ａシステム

産業資材

及び新商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

センサ、産業用カメラ・レンズ、画像処理システム
 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　　(差異調整に関する事項)

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 3,350

セグメント間取引消去 △7

全社費用(注) △706

中間連結損益計算書の営業利益 2,636
 

　(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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 Ⅱ　当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
 

 

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

中間連結
損益計算書
計上額
(百万円)

東日本
本部

(百万円)

西日本
本部

(百万円)

中日本
本部

(百万円)

開発戦略
本部

(百万円)

売上高        

一時点で移転される財又は
サービス

16,986 12,910 7,467 7,352 44,716 ― 44,716

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

4,510 6,625 747 ― 11,883 ― 11,883

顧客との契約から生じる収益 21,497 19,535 8,214 7,352 56,600 ― 56,600

  外部顧客への売上高 21,497 19,535 8,214 7,352 56,600 ― 56,600

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

172 1,044 198 762 2,177 △2,177 ―

計 21,670 20,579 8,413 8,114 58,777 △2,177 56,600

セグメント利益 1,437 1,256 495 220 3,410 △844 2,566
 

 

(注)１　各セグメントの主な販売エリア及び所属する子会社は下記の通りであります。

なお、客先の依頼により納入先が販売エリア外となる場合があり、その場合は担当部門が所属するセグメン

トにて実績計上しております。

セグメント別 主な販売エリア及び所属する子会社

東日本本部 北海道・東北・甲信越・関東地区及び同地区所在の子会社６社

西日本本部 北陸・関西・中国・四国・九州地区及び同地区所在の子会社５社

中日本本部 東海地区及び同地区所在の子会社１社

開発戦略本部 日本全国・海外及び海外子会社７社
 

 

　　　２　各セグメントが取扱う主要な商品は下記の通りであります。

セグメント別 商品大区分 主要商品名

東日本本部
 

西日本本部
 

中日本本部
 

開発戦略本部

動伝部品
変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、

各種センサー、電子機器、その他伝動機器

設備装置

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装

置、食品機械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベ

ヤ、各種自動化装置、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦ

Ａシステム

産業資材

及び新商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

センサ、産業用カメラ・レンズ、画像処理システム
 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　　(差異調整に関する事項)

利益 金額(百万円)

報告セグメント計 3,410

セグメント間取引消去 △1

全社費用(注) △842

中間連結損益計算書の営業利益 2,566
 

　(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 
(有価証券関係)

有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 
(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の中間連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

１株当たり中間純利益 102円58銭 100円49銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 1,927 1,888

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(百万円)

1,927 1,888

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,792 18,794
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。このため、前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

３　当社は、役員株式交付信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を１株当たり中間純利益の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。当該自己株式の期中平均株式数

は、前中間連結会計期間210千株、当中間連結会計期間268千株であります。

 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 
 
２ 【その他】

2024年10月31日開催の取締役会において、第122期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　    　 285百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　     　15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2024年12月５日
 

 (注)　１　2024年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。

２　中間配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式への配当金３百万円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月11日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　 大阪事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 浅　　野　　　　　豊  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 西　　　　　芳　　範  

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本興業株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

 監査人の結論の根拠

 　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

 　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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